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(百万円未満切捨て)

１．2023年２月期第３四半期の連結業績（2022年３月１日～2022年11月30日）
（１）連結経営成績(累計) （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年２月期第３四半期 115,406 11.1 3,726 △28.1 5,061 △18.9 4,621 △15.4

2022年２月期第３四半期 103,915 6.9 5,180 ― 6,239 ― 5,465 ―

(注) 包括利益 2023年２月期第３四半期 6,518 百万円 ( 26.5％) 2022年２月期第３四半期 5,153 百万円 (―％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2023年２月期第３四半期 52 69 ― ―

2022年２月期第３四半期 60 54 ― ―

(注) 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期首か

ら適用しており、2023年２月期第３四半期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値とな

っております。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2023年２月期第３四半期 145,961 101,724 69.4

2022年２月期 140,440 97,736 69.2

(参考) 自己資本 2023年２月期第３四半期101,278 百万円 2022年２月期 97,212 百万円

(注) 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期首か

ら適用しており、2023年２月期第３四半期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値とな

っております。

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2022年２月期 ― ― 0 00 ― ― 5 00 5 00

2023年２月期 ― ― 0 00 ― ―

2023年２月期(予想) 7 00 7 00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2023年２月期の連結業績予想（2022年３月１日～2023年２月28日）
(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 154,000 9.7 1,800 △59.5 3,300 △43.4 2,400 134.7 27.63

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無
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※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
　

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(注）詳細は、添付資料８ページ「２．四半期連結財務諸表及び主な注記 （３）四半期連結財務諸表に関する注記

事項（会計方針の変更）」をご参照ください。

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2023年２月期３Ｑ 95,783,293株 2022年２月期 95,783,293株

② 期末自己株式数 2023年２月期３Ｑ 10,409,948株 2022年２月期 5,390,033株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2023年２月期３Ｑ 87,716,937株 2022年２月期３Ｑ 90,287,389株

　

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に当たっての

注意事項等については、添付資料３ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予

測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

　当第３四半期連結累計期間（2022年３月１日から2022年11月30日まで）における当アパレル業界は、新型コロナウイ

ルス感染症における行動制限の緩和により、徐々に外出需要が回復してきたことに伴い、個人消費の伸長が期待されま

した。しかしながら、ロシア・ウクライナ情勢などによる世界的な資源価格高騰及び急激な円安の影響並びに新型コロ

ナウイルス感染症における再度の感染者増により、依然として先行き不透明な状況が続いております。

　このような経営環境のもと当社グループは、2022年４月に公表した2025年に向けた新たな中期経営計画「TSI

Innovation Program 2025（TIP25）」に基づき、引き続きデジタルトランスフォーメーション（DX）の進展に伴う社会

環境並びにお客様のライフスタイルの変化に対応し、自社の独創的な提供価値を創出すべく、抜本的な改革を進めるべ

く努めてまいりました。ファッションエンターテインメントのかたちを創造すべく、EC拡大を主として成長事業領域へ

の投資に注力するとともに、不採算店舗の撤退から大型店舗出店や一等地への再出店へとフェーズを移行し、魅力的な

店舗開発に取り組むことで収益構造の改革を目指してまいりました。

　さらに、2022年３月に当社グループ会社の１社統合を目指した取り組みの第２弾として実施した吸収合併（子会社で

ある㈱ＴＳＩを吸収合併存続会社、㈱上野商会を吸収合併消滅会社とする吸収合併）により、これまで築き上げてきた

ブランドの個性を活かしつつ、確実に収益力を強化するために、両社の重複機能を減らし、組織構造をスリム化するこ

とで損益分岐点を引き下げるとともに、グループ全体としてのガバナンスの強化を図ってまいりました。

　また、2022年９月20日付で実施した本社の移転及びこれに伴う各事業のオフィス集約により、グループ会社を含めた

事業全体の効率化を目指してまいります。

　当社グループとしましては、当社グループ各社の店頭売上確保並びにECによる販売強化を図るとともに、商品の仕入

を厳しく見極めて適正基準まで抑えるなど、過剰在庫の抑制並びに原価の抑制などの措置に徹底して努めているものの、

前年同四半期に実施した新型コロナウイルス感染症の蔓延に伴う緊急的な販管費抑制の反動もあり、依然として厳しい

状況が続いております。

　その結果、売上高については、1,154億６百万円（前年同四半期比11.1％増）、営業利益は37億26百万円（前年同四半

期比28.1％減）、経常利益は50億61百万円（前年同四半期比18.9％減）となりました。

　また、当社グループの親会社株主に帰属する四半期純利益は46億21百万円（前年同四半期比15.4％減）となりまし

た。

　セグメント別の売上の概況は次のとおりです。

　(アパレル関連事業）

　当社のアパレル関連事業を構成する各子会社につきましては、前述した中期経営計画(TIP25)に基づき、成長事業領域

への投資、リアル店舗の改革とEC販路へのシフトを行うことにより収益力の強化に注力してまいりました。

　既存事業については、ストリートブランドの「ハフ」、レディースブランドの「ル フィル」、ミリタリーファッショ

ンを主軸とする「アヴィレックス」、アウトドアファッションを主軸とする「アンドワンダー」などが、特色を活かし

た商品を展開することにより収益力の拡大を目指してまいりました。

　これらの取り組みにより、アパレル関連事業の売上高は、1,115億60百万円（前年同四半期比11.3％増）となりまし

た。

　(その他の事業）

　その他の事業につきましては、販売代行及び人材派遣事業を営む㈱エス・グルーヴ、合成樹脂製品の製造販売を行う

㈱トスカバノック、店舗設計監理や飲食事業を営む㈱プラックス、化粧品、香水、石鹸等の仕入及び販売を行うLaline

JAPAN㈱、そして米国カリフォルニア州で人気のオーガニックカフェを日本で運営するUrth Caffe JAPAN㈱などの事業に

より、売上高は43億80百万円（前年同四半期比14.3％増）となりました。
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（２）財政状態に関する説明

当第３四半期連結会計期間末の資産、負債及び純資産の状況

（単位：百万円）

前連結会計年度末
（2022年２月28日）

当第３四半期連結会計期間末
（2022年11月30日）

増減

総 資 産 140,440 145,961 5,520

負 債 42,704 44,236 1,532

純 資 産 97,736 101,724 3,988

自 己 資 本 比 率 69.2% 69.4% 0.2%

１株当たり純資産 1,075.44円 1,186.30円 110.86円

資産は、現金及び預金の減少（前期末比71億19百万円減）、流動資産「その他」の減少（前期末比17億61百万円

減）等があったものの、受取手形及び売掛金の増加（前期末比55億58百万円増）、棚卸資産の増加（前期末比95億

55百万円増）等より、55億20百万円の増加となりました。

負債は、長期借入金（1年内返済予定の長期借入金を含む）の減少（前期末比45億49百万円減）等があったもの

の、支払手形及び買掛金の増加（前期末比47億67百万円増）、固定負債「その他」の増加（前期末比７億81百万円

増）等により、15億32百万円の増加となりました。

純資産は、純資産の控除項目である自己株式の増加（前期末比17億19百万円増）等があったものの、利益剰余金

の増加（前期末比43億74百万円増）、為替換算調整勘定の増加（前期末比９億25百万円増）等により、39億88百万

円の増加となりました。

以上の結果、１株当たり純資産は、110.86円の増加となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　2023年２月期の業績予想につきましては、2022年10月12日発表の「第２四半期（累計）の業績予想と実績との差異並

びに通期連結業績予想の修正（上方修正）に関するお知らせ」から変更ありません。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年２月28日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 39,258 32,139

受取手形及び売掛金 10,378 15,936

有価証券 969 -

商品及び製品 17,597 27,162

仕掛品 494 515

原材料及び貯蔵品 634 603

その他 6,263 4,501

貸倒引当金 △48 △53

流動資産合計 75,547 80,805

固定資産

有形固定資産 6,544 7,123

無形固定資産

のれん 2,044 2,205

その他 7,220 7,462

無形固定資産合計 9,265 9,668

投資その他の資産

投資有価証券 28,397 28,122

投資不動産 4,735 4,713

その他 16,053 15,630

貸倒引当金 △102 △102

投資その他の資産合計 49,083 48,364

固定資産合計 64,893 65,155

資産合計 140,440 145,961

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 10,595 15,362

短期借入金 114 17

1年内返済予定の長期借入金 6,212 4,987

未払法人税等 251 823

賞与引当金 1,327 1,719

ポイント引当金 453 -

株主優待引当金 139 83

返品調整引当金 310 -

移転費用引当金 87 -

資産除去債務 650 356

その他 8,230 8,709

流動負債合計 28,375 32,059

固定負債

長期借入金 9,803 6,478

役員退職慰労引当金 37 37

退職給付に係る負債 979 1,004

資産除去債務 2,010 2,376

その他 1,498 2,279

固定負債合計 14,329 12,177

負債合計 42,704 44,236
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年２月28日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年11月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 15,000 15,000

資本剰余金 29,255 28,824

利益剰余金 53,236 57,610

自己株式 △3,668 △5,388

株主資本合計 93,822 96,046

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 3,058 3,929

為替換算調整勘定 457 1,383

退職給付に係る調整累計額 △126 △80

その他の包括利益累計額合計 3,389 5,231

非支配株主持分 523 445

純資産合計 97,736 101,724

負債純資産合計 140,440 145,961
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2021年３月１日
　至 2021年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年３月１日
　至 2022年11月30日)

売上高 103,915 115,406

売上原価 45,924 50,040

売上総利益 57,991 65,366

販売費及び一般管理費 52,810 61,639

営業利益 5,180 3,726

営業外収益

受取利息 24 19

受取配当金 553 460

不動産収入 216 267

為替差益 233 493

その他 452 283

営業外収益合計 1,481 1,524

営業外費用

支払利息 86 55

投資有価証券評価損 14 -

不動産賃貸費用 114 41

その他 206 93

営業外費用合計 421 189

経常利益 6,239 5,061

特別利益

固定資産売却益 391 4

投資有価証券売却益 809 839

雇用調整助成金 33 -

その他 329 129

特別利益合計 1,563 972

特別損失

固定資産除却損 81 25

減損損失 223 330

投資有価証券評価損 - 159

臨時休業等による損失 1,193 -

その他 36 166

特別損失合計 1,535 682

税金等調整前四半期純利益 6,268 5,352

法人税、住民税及び事業税 646 1,201

法人税等調整額 181 △415

法人税等合計 827 785

四半期純利益 5,441 4,567

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △24 △54

親会社株主に帰属する四半期純利益 5,465 4,621
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2021年３月１日
　至 2021年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年３月１日
　至 2022年11月30日)

四半期純利益 5,441 4,567

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △790 870

為替換算調整勘定 473 1,052

退職給付に係る調整額 21 46

持分法適用会社に対する持分相当額 7 △18

その他の包括利益合計 △287 1,951

四半期包括利益 5,153 6,518

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 5,139 6,463

非支配株主に係る四半期包括利益 13 54
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財

又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

収益認識会計基準等の適用による主な変更点は、以下のとおりです。

自社ポイントに係る収益認識

一部の連結子会社が運営するポイント制度において、従来、将来のポイント使用による費用の発生見込額をポイ

ント引当金として計上し、その繰入額を販売費及び一般管理費として計上しておりましたが、付与したポイントを

履行義務として識別し、売上高から控除する方法に変更しております。これにより、前連結会計年度の連結貸借対

照表において、流動負債に表示していたポイント引当金は、第１四半期連結会計期間より契約負債として「流動負

債」の「その他」に含めて表示しております。

本人取引に係る収益認識

百貨店等における消化仕入型販売取引において、従来、顧客から受け取る対価の額から百貨店等の手数料相当額

を控除した純額で収益を認識しておりましたが、総額で収益を認識する方法に変更しております。

返品権付き販売に係る収益認識

一部の連結子会社に係る返品権付き販売において、従来、将来の売上返品に伴う損失予想額を返品調整引当金と

して計上し、その繰入額を売上原価として計上しておりましたが、返品されると見込まれる商品及び製品を変動対

価に関する定めに従い、販売時に収益及び売上原価を認識しない方法に変更しております。これにより、前連結会

計年度の連結貸借対照表において、流動負債に表示していた返品調整引当金は、第１四半期連結会計期間より商品

及び製品の対価を返金負債として「流動負債」の「その他」に含めて表示しており、返金負債の決済時に顧客から

商品及び製品を回収する権利として認識した資産を返品資産として「流動資産」の「その他」に含めて表示してお

ります。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連

結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認

識会計基準第86項に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従ってほと

んどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は6,011百万円増加し、売上原価は377百万円増加し、販売費及び

一般管理費は5,868百万円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ234百万円減少し

ております。また、利益剰余金の当期首残高は288百万円減少しております。

なお、収益認識会計基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法に

より組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号 2020年３

月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第３四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収

益を分解した情報を記載しておりません。
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（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が

定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。これにより、従来、時価を把握すること

が極めて困難と認められる金融商品とされていた社債その他の債券については取得原価をもって四半期連結貸借対

照表価額としておりましたが、観察可能なインプットを入手できない場合であっても、入手できる最良の情報に基

づく観察できないインプットを用いて算定した時価をもって四半期連結貸借対照表価額としております。

なお、この変更による当第３四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

（追加情報）

（「従業員持株会信託型ＥＳＯＰ」）

当社は、2020年４月13日開催の取締役会決議に基づき、福利厚生の一環として、従業員インセンティブ・プラン

「従業員持株会信託型ＥＳＯＰ」を再導入しております。

①取引の概要

当社は、「ＴＳＩ社員持株会」（以下、「持株会」といいます。）に加入する当社グループ社員のうち、一定の

要件を充足する者を受益者とする信託（以下、「持株会信託」といいます。）を設定しました。

持株会信託は2020年４月より５年間にわたり持株会が取得すると見込まれる数の当社株式を、借入により調達し

た資金で予め取得しました。その後、持株会による当社株式の取得は、持株会信託により行ないます。なお、当社

は、持株会信託の当該借入に対し補償を行なっております。

②信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額により、純資産の部に自己株式として計上しております。当

該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度255百万円、545千株、当第３四半期連結会計期間200百万円、

428千株であります。

③総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

前連結会計年度311百万円、当第３四半期連結会計期間282百万円

（「株式給付信託（ＢＢＴ）」）

当社は、2016年５月25日開催の第５期定時株主総会決議に基づき、当社の取締役及び委任型執行役員並びに当社

グループの取締役（以下、「対象役員」といいます。）に対する業績連動型の株式報酬制度「株式給付信託（ＢＢ

Ｔ）」を導入しております。

①取引の概要

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、対象役員に対して、役員株式給

付規程に基づき、業績達成度等に応じて付与されたポイントに相当する当社株式及び当社株式を退任日時点の時価

で換算した金額相当の金銭（以下、「当社株式等」といいます。）が信託を通じて給付される報酬制度でありま

す。

なお、対象役員が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として対象役員の退任時とします。

②信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額により、純資産の部に自己株式として計上しております。当

該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度279百万円、496千株、当第３四半期連結会計期間279百万円、

496千株であります。
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（連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用）

当社及び一部の国内連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」(令和２年法律第８号)において創設さ

れたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目に

ついては、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報

告第39号 2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第28号 2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前

の税法の規定に基づいております。

（「グループ再編（当社と連結子会社14社により編成される吸収合併）」）

当社は、2020年12月16日開催の取締役会において、2023年３月１日を完了予定日とする、アパレル事業各社の１

社統合を目指した組織再編を実施することを決議しました。

なお、2022年１月14日開催の取締役会において、2022年３月１日を完了予定日とする吸収合併の被結合企業を一

部変更しております。

・2022年３月１日における連結子会社間の吸収合併

共通支配下の取引等

(1)取引の概要

① 結合当事企業の名称及び当該事業の内容

結合企業の名称 ㈱ＴＳＩ

事業の内容 アパレル事業

被結合企業の名称 ㈱上野商会

事業の内容 アパレル事業

② 企業結合日

2022年３月１日

③ 企業結合の法的形式

㈱ＴＳＩを存続会社とし、㈱上野商会を消滅会社とする吸収合併

④ 結合後企業の名称

㈱ＴＳＩ

⑤ その他取引の概要に関する事項

情報システム及び人事等の社内制度の共通化を進めた被結合企業を吸収合併の対象としました。

(2)実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 2019年１月16日）に基づき、共通支配下の取引と

して処理しております。

なお、2022年３月１日付で㈱ＴＳＩと吸収合併を実施する予定と記載していました㈱ジャック、㈱アルページ

ュ、㈱スタージョイナス及び㈱アンドワンダーについては、基盤整備と共通化が遅れているため、吸収合併の被

結合企業を一部変更しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 2021年３月１日　至 2021年11月30日）

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額

(注)２

四半期連結

損益計算書

計上額(注)３
アパレル

関連事業

その他

（注）１
計

売上高

外部顧客への売上高 100,164 3,677 103,841 73 103,915

セグメント間の
内部売上高又は振替高

78 156 235 △235 ―

計 100,243 3,833 104,076 △161 103,915

セグメント利益 4,949 59 5,009 171 5,180

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、合成樹脂関連事業及び店舗設

計監理事業等を含んでおります。

２ セグメント利益の調整額171百万円は、連結会社間の内部取引消去額等によるものです。

　 ３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行なっております。
　

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

「アパレル関連事業」セグメントにおいて、退店の意思決定をした店舗、営業損益が継続してマイナスである

店舗及び閉鎖の意思決定をしたブランドに係る店舗等について帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失として特別損失に計上しております。

なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間において223百万円であります。

　

(のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

　

(重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 2022年３月１日　至 2022年11月30日）

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額

(注)２

四半期連結

損益計算書

計上額(注)３
アパレル

関連事業

その他

（注）１
計

売上高

外部顧客への売上高 111,468 3,883 115,351 55 115,406

セグメント間の
内部売上高又は振替高

92 497 590 △590 ―

計 111,560 4,380 115,941 △535 115,406

セグメント利益 5,065 55 5,120 △1,394 3,726

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、合成樹脂関連事業及び店舗設

計監理事業等を含んでおります。

２ セグメント利益の調整額△1,394百万円は、事業セグメントに帰属しない全社費用2,974百万円及び連結会

社間の内部取引消去額1,846百万円等によるものです。

　 ３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行なっております。
　

２ 報告セグメントの変更等に関する事項

　会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識

に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更しております。

　当該変更により、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の「アパレル関連事業」の売上高は6,011百

万円増加し、セグメント利益は234百万円減少しております。また、「その他」への影響は軽微であります。

３ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

「アパレル関連事業」セグメントにおいて、退店の意思決定をした店舗、営業損益が継続してマイナスである

店舗及び閉鎖の意思決定をしたブランドに係る店舗等について帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失として特別損失に計上しております。

なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間において266百万円であります。

(のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

(重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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